面談者のタブー集

　面談を行う際は、言動に十分注意すること。

　退職を強く迫るような言動によって、労働組合、労働基準監督署、労政事務所、雇用問題相談窓口、外部の労働団体などに相談されたり、訴えを起こされることもある。

　訴訟問題に発展するような対応は厳に慎むべきであり、退職に応ずるか否かは、あくまでも本人の意思に委ねるものとする。　

　もっとも多いトラブル例は、「指名解雇」と受け取られることである。

　面談者が明確に「指名解雇」の言葉を使用しなくても、その場の状況や言動から指名解雇と受け取られることが多く、訴訟などの問題に発展することもあるので、十分な注意が必要である。

　特に、対象者の態度や言動によって面談者が冷静さを失い、大声を出したり、強圧的・低俗的な発言をすることは絶対にしてはならない。

○長時間拘束しないこと（１回の面談は１時間程度を限度とする）。

　また、回数にも注意する（毎日、午前・午後２回など、過度の説得は避けたほうがよい）。

　食事時間・休憩時間もとらずに面談を長時間続けることもしてはならない。

○継続中の業務に対して、いやがらせ的な行為を行うことは厳禁。

　・担当業務からはずして、雑用ばかりをさせない

　・仕事内容について必要以上に問題を指摘したり、理由もなく過度の負担をかけたりしない

○本人に対して、強権的・権威的・命令的な発言、行動をしないこと。

　「辞めろ！」「早期退職（退職勧告）に応じろ！」「君は会社にとって不用である」「君の席はない！」「辞めなければ転勤させるぞ」「仕事をしない人間に払う給与はない」「無駄飯を食わせる余裕はない」など。

○組合活動を理由にした言動をしない。

　「組合活動に忙しくて、仕事をしていないようだな」など。

○身体的欠陥、個人的趣味、政治・宗教・思想などには触れないように注意する。

○男女差別的な発言は慎む。

· 話し合いは社内、または近辺で行い、決して社員の自宅に押しかけてはならない。

○法に抵触する、あるいは客観性を欠いた俗説を振り回して、説得をしてはならない。たとえば、以下のような事柄は、すべて間違っている。

　・月収１ヶ月分の解雇手当を支払えば、会社は自由に解雇できる

　・経営不振であれば、会社は自由に整理解雇することができる

　・退職勧奨することは会社の自由だから、本人が「辞めない」といっても、何度も呼び出したりして説得できる

